
コロナ禍でも強行する「出前協議会」 

 

  写真は大阪市を廃止して特別区を設置する法定協議会（法定協）「出前協議会」開催

の案内である。4月に開催予定が

中止になり、夏以降に延期と考え

ていた。それが 7日の法定協代表

者会議で開催が決まり、案内と 37

ページの資料が公表・配布された。 

 8 日に国は新型コロナ感染拡大

「緊急事態宣言」を発令し、大阪

府も対象地域となった。不要不急

の外出自粛、休業が要請され、街

は静まり返っている。大阪の経済

は大打撃をこうむり、市民生活に

きわめて深刻な影響をもたらしつつある。 

 そんな緊急事態の中、なぜ 5 月 10 日と 12 日に「出前協議会」を開催するのだろう

か。とにかく 11 月予定の住民投票に向けて、スケジュール優先で突き進む維新と公明

両党の意向によるものだ。会場は当初予定の淀川区民センターなど特別区ごとではなく、

中之島の大阪市中央公会堂となり、定員は両日とも 75 名である。感染リスクに対する

措置を講じたためというが、こんな「出前協議会」により、松井市長がいう「市民の声

を直接聞く」機会になるのか。間に合わせのやり方では、法定協の「アリバイづくり」

といわれても仕方がない。 

 大阪府民・大阪市民に不要不急の外出自粛を要請するなら、大阪府と大阪市も不要不

急の施策を延期ないし見直すべきだ。大阪市廃止は、維新にとって急を要する重要施策

かもしれないが、大阪市民にとっては不要不急の施策である。いまは大阪府・市が全力

を挙げて、新型コロナ感染拡大に対応すべき時でないか。財源と職員（たとえば法定協

を所管する副首都推進局）を重点的に投入すべきではないか。コロナ・ショックは大阪

経済を足もとから揺るがし、税収を激減させ財政

収支見通しの大幅見直しが不可避である。法定協

としても、いったん立ち止まり、これまでの議論

や財政見通しを精査する必要がある。これまでに

経験したことのない緊急事態なのだ。 

 写真下は朝日新聞 10 日夕刊。集会など開けず、

大阪市廃止・特別区設置を住民に周知ができない

状況を伝えている。なにより拙速は禁物である。 

                             (2020年 4月 15日) 


